
 
 

企業、自治体、ＮＧＯなど多様な主体（non-state actors)のネットワーク 

「気候変動イニシアティブ」に参加       
 
 
  公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）は本日、2018 年 7 月 6 日（金）に、企業、自治体など 105 団

体の参加によって設立された、非国家主体による情報発信や意見交換を強化することを目的としたネットワーク「気

候変動イニシアティブ」に参加いたしました。 

 2015 年のパリ協定成立を受けて、いま世界各国で企業や自治体、NGO など国家政府以外の多様な主体 
(non -state actors)が気候変動対策の中で大きな役割を果たすようになってきています。「気候変動イニシアティブ

（Japan Climate Initiative）」は、この流れを受け、「脱炭素化をめざす世界の最前線に日本から参加する」ことを宣

言し、その宣言に賛同する企業、自治体など 105 団体によって設立されました。「パリ協定がめざす脱炭素社会へ

の転換は、新たな成長と発展の機会を生み出す」という認識にたって、積極的に活動を展開するイニシアティブです。 

 IGES は脱炭素社会への移行研究を推進する研究機関として、「気候変動イニシアティブ」の宣言に賛同するとと

もに、設立当日の本日、いち早く参加を表明するものです。これまで、多くの国の政府、自治体、企業、NGO と協働

してきた経験と研究成果をもって、「気候変動イニシアティブ」の今後の活動に貢献してまいります。 

 詳しくは、「気候変動イニシアティブ」の web サイトをご覧ください。 

 気候変動イニシアティブ web サイト： http://www.japanclimate.org 
 
気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative）（略称：JCI) 
気候変動対策に積極的に取り組む意思を有し、設立宣言に賛同する企業、金融機関、自治体、研究機関、ＮＧＯ

などの非国家主体を構成員として、情報発信や意見交換を強化することを目的としたネットワーク。日本気候リーダ

ーズ・パートナーシップ(Japan-CLP)、一般社団法人 イクレイ日本などを協力団体とし、CDPジャパン、公益財団法

人 世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン）、公益財団法人 自然エネルギー財団が共同事務局を務め、

2018年7月6日に設立。創設メンバーは105団体。 
連絡先：気候変動イニシアティブ事務局 ： info@japanclimate.org 
  
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES: Institute for Global Environmental Strategies）について 
IGES は、アジア太平洋地域における持続可能な開発の実現に向け、国際機関、各国政府、地方自治体、研究機

関、企業、NGO 等と連携しながら、気候変動、自然資源管理、持続可能な消費と生産、グリーン経済などの分野

において実践的な政策研究を幅広く行っています。1998 年、日本政府及び神奈川県の支援により設立。本部は神

奈川県葉山町に所在し、約 100 名の研究者を擁し、その約 3 分の 1 が外国籍。関西（兵庫県）、北九州、北京、

バンコク、東京の各センター・事務所と共に、グローバル及びアジア太平洋地域のネットワークを生かした戦略研究

を展開しています。     
     

 【このプレスリリースに関するお問い合わせ】 

公益財団法人 地球環境戦略研究機関 (IGES)   http://www.iges.or.jp/ 

広報担当： 庄（しょう）/香取（かとり） Tel: 046-855-3845 Email: iges_pr@iges.or.jp 
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